
【モニタリング強化型特別保証制度用】

年 月 日

・報告書提出基準

下記のいずれかに該当する場合、直近決算書と併せて本報告書をご提出ください。

・今後６か月以内に資金不足が懸念されるとき

※資金繰りの見込みを明らかにする書類（資金繰り表等）をご提出ください。

・上記に該当しないが、経営状況の変化に関する報告が必要と判断したとき

【報告理由】

・経営状況の変化に関する具体的内容等

【金融機関記入欄】

【保証協会記入欄】

・事業者、認定経営革新等支援機関及び金融機関との対話を通じた今後の支援方針

　　経営支援の検討

　　金融支援（新規融資）の検討

　　金融支援（条件変更）の検討

　　静観

　　その他

※1 個人事業主の場合は主たる営業所をご記入ください。

担当者名 電話番号

支援方針 備考

協会顧客番号 金融機関受付日

金融機関名 本支店名

【経営状況の変化を察知した経緯、変化の原因、今後の見通し等】

長崎県 信用保証協会 御中

経営状況の変化に関する報告書

本店所在地
※1

顧客名 代表者名

認定経営革新等支援機関と連携のうえ、月次で財務状況や資金繰り状況等を把握（月次管理）した結果、経営状況の変化
を察知したため、以下のとおり報告いたします。

令和８年３月１６日制定

【金融機関名】 御中


